
学費の公私間格差是正、『私学も無償に』、就学支援金制度の維持・拡充、                                                      

 

「私学の無償化」の世論の波を築こう!! 
 12月19日読売新聞「栃木版」にて、栃木私教連による「9月末学位費滞納・経済的理由による中退調査」結果が報道されました。12月13日文書学事課への署名提出の

際、県庁記者クラブに調査結果を提供したものが掲載されました。この他にも1社からの取材がきています。  

私学の学費負担問題、「私学の無償化」の波をつくるチャンスだといえます。 

 

      
  栃木私教連は10数年間地道に県内全私学と関係を築き、教組の有無にかかわらず毎回の調査で回答を得ています。そ

のデータの信頼性が、こうした記事を掲載させているといえます。国の就学支援金制度の対象が「授業料のみ」であること、

「県独自」の支援策の充実を栃木私教連が求めていることが、しっかりと記事となっています。 
 

国向け請願署名は 2月中旬までのとりくみです。まだ声をかけていない方、組織に声をかけて、また提出済みの方にも 

もう 1枚・2枚署名を渡して協力を呼びかけましょう! 全国の私学がつながって「私学の無償化」を前進させましょう!! 

 全全国国私私学学助助成成ををすすすすめめるる会会  （（事事務務局局：：全全国国私私教教連連））  
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